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　ノーマライゼーションの理念は，デンマークの社会省担当官であった N. E. バンク - ミケル
センが，劣悪な環境の大規模入所施設に収容されている知的障害者の処遇改善を求める知的障
害者親の会の活動に共鳴し，1959 年福祉法に盛り込んだのが始まりである。
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「ノーマライゼーション」の言葉を検索してみると，1970 年代前半は，1973 年 4 月 24 日の参
議院社会労働委員会での発言 1 件のみであったものが，1979 年を境に頻出するようになって
いる。その内容も 1973 年では，障害児の就学に関する議論の中で分離教育（養護学校）の必
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　中央児童福祉審議会精神薄弱児（者）対策部会の提言を受けた翌年の 1989 年に GH が精神
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保健法及び社会福祉・医療事業団法の 8 法律が改正され，精神薄弱者地域生活援助事業は，第






















通知され，知的障害者が精神障害者 GH を，精神障害者が知的障害者 GH を利用できる相互利
用制度が実施されることとなった。2000 年 4 月には，GH 利用対象者の就労要件の撤廃，余暇
活動や社会参加のために外出するときの付添いとしてホームヘルパーの利用が可能となり，運






場合には可能となった）。2000 年 6 月には，「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一
部を改正する等の法律」（社会福祉基礎構造改革と呼ばれる改正）の成立により，障害福祉サー
障害者グループホーム制度についての研究　（土田将之）
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が困難」（『平成 18 年度版厚生労働白書』）となった。そのため，スタートから 2 年足らずの
2005 年 2 月に，障害福祉サービスの給付抑制を目的とする「障害者自立支援法案」が第 162
回通常国会に提出された。衆議院本会議で可決の後，参議院の厚生労働委員会での審議中に，










法違憲訴訟」という。）へと発展する。2009 年 9 月に成立した民主党政権のもとで，障害者自
立支援法の廃止が宣言されると，2010 年 1 月に障害者自立支援法訴訟の原告・弁護団と国（厚
生労働省）との間で基本合意書が締結された。基本合意文書には，「国（厚生労働省）は，速
やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し，遅くとも平成 25 年 8 月までに，障害者自立支援
法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。」ことや，「国（厚生労働省）は，憲法第 13 条，
第 14 条，第 25 条，ノーマライゼーションの理念等に基づき，違憲訴訟を提訴した原告らの思
いに共感し，これを真 に受け止める。」などが記された。これを受けて，2010 年 12 月に障
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話人（GH は 10 人，CH は 6 人につき 1 人以上となった。），サービス管理責任者（30 人に対












1 人の世話人が配置（利用者 4～7 人）される仕組みであったが，障害者自立支援法では，利













れることになる。しかし，GH・CH 事業において，サービス管理責任者は，利用者 30 人に対












として利用者数を 30 人とし，1 つの共同生活住居の利用定員も 2 人から 10 人と変更され，居
住サービスの量的整備を推進する観点から，既存社会資源を活用する場合には，20 人（10 人
までを 1 つとする生活単位（ユニット）が 2 つまで）まで認められることとなった。住居の設
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支援法に改正され，2013 年 4 月に施行された。障害者総合支援法の成立により，GH と CH は，





受け入れる場合，GH と CH の 2 つの類型の事業所指定が必要になること等の制度上の問題や







　人員配置基準は，世話人の配置基準が 10 対 1 以上から 6 対 1 以上に引き上げられ，事業者
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支援法により拡大された利用定員については，従前の基準から変更はなかった。
7　障害者GHに関する実態調査からみる現状
　一般社団法人日本 GH 学会は，『平成 24 年度グループホーム及びケアホームにおける支援に
関する実態調査』（以下，「GHCH 実態調査」という。）を公表している。これは，厚生労働省







プライベートな場となっているか」の 5 点を設定し，GHCH 実態調査から現状と課題を探る。
　立地条件については，当該調査の調査項目のひとつとなっている。回答をみると，住宅地が
3,298 件（78.5%），住宅地でないが地域との交流がしやすい立地が 462 件（11.0%）で，両方を
合せると 9 割近い数値となっており，ほとんどの GH が住宅地にあるということが分かる19。
　次に，GH が「地域社会にとけこめる規模であるか」という点については，「建物の種類」
についての回答を目安とした。回答をみると，一般住宅，一般のワンルームマンション，マン









人が 69 件（67.6%），年齢で定めている法人が 7 件（6.9%），その他 24 件（23.5%），無回答 5
件（4.9%）である。入居年数を設定する理由は，「GH・CH は生活訓練や地域生活に慣れるた
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等は 659 件で，全体の半数程度ある。次いで，浣腸が 48 件，インスリン注射が 47 件，褥傷処
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